
決　 算 　報 　告 　書

令和６年度

公立大学法人　公立はこだて未来大学

第１７期事業年度

自　令和 ６ 年 ４ 月 １ 日

至　令和 ７ 年 ３ 月３１日



（単位：円）

差　額

（決算－予算）

 収入

　 運営費交付金 1,669,582,000 1,660,480,636 △ 9,101,364

　 自己収入 657,405,000 665,920,779 8,515,779

　　 授業料・入学料・入学検定料収入 601,264,000 610,004,840 8,740,840 （注１）

　　 その他の収入 56,141,000 55,915,939 △ 225,061 （注２）

　 受託研究等収入 62,800,000 117,569,438 54,769,438 （注３）

　 寄附金収入 9,305,000 24,593,533 15,288,533 （注４）

　 振興基金積立金取崩収入 2,500,000 1,150,000 △ 1,350,000 （注５）

　 目的積立金取崩収入 294,473,000 251,577,064 △ 42,895,936 （注６）

計 2,696,065,000 2,721,291,450 25,226,450

 支出

　 業務費 2,627,792,000 2,466,189,307 △ 161,602,693

　　 教育研究経費 790,129,000 711,553,587 △ 78,575,413 （注７）

　　 一般管理費 768,824,000 702,483,930 △ 66,340,070 （注８）

　　 人件費 1,068,839,000 1,052,151,790 △ 16,687,210 （注９）

　 受託研究等経費 52,956,000 89,167,511 36,211,511 （注１０）

   施設整備費 15,317,000 13,090,000 △ 2,227,000

計 2,696,065,000 2,568,446,818 △ 127,618,182

収 入 － 支 出 0 152,844,632 152,844,632

  （注）　予算額は，年度計画の予算に計上した金額を円単位で記載しています。

  　　 　　なお，収入の決算額の計には，翌年度へ繰り越すべき財源が合わせて73,153,281円含まれています。 

   　　　　また，支出の差額の計のうち，合わせて63,303,281円を翌年度へ繰り越しました。
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○予算額と決算額の差異の主な理由について

　（注１） 　　授業料については，減免対象者数の減等により 1,411,540円の増となりました。 

　　　 　　  　入学料については，大学院入学者数の増等により 7,887,700円の増となりました。 

　　　 　　  　入学検定料については，受験者数の減等により 558,400円の減となりました。 

　（注２）　　 校舎維持管理費負担金の減，教員住宅使用料一部負担金の減等により225,061円の減となりました。

　（注３）　　 受託研究収入で59,152,000円の増，共同研究収入で3,827,000円の減，受託事業収入で

　 　　　  　　555,562円の減となりました。

            　　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 2,053,265円は含まれていません。

        　    　また，翌年度への繰越分が6,855,314円含まれています。

　（注４）　　奨学寄附金分で11,663,533円の増，高度ＩＣＴコース運用経費分で1,900,000円の増，

　　　　　　　科学技術理解増進事業経費分で300,000円の増，振興基金分で1,425,000円の増となりました。

           　　なお，当該収入決算額は受入額であり，前年度からの繰越額 56,917,108円は含まれていません。

　 　　　　 　(奨学寄附金分 49,017,108円，高度ＩＣＴ人材育成分等 7,950,000円)

           　　また，翌年度への繰越分が66,297,967円含まれています。

　　 　　　 　（奨学寄附金分56,447,967円,高度ICT人材育成分等9,850,000円）

　（注５）　　留学支援経費充当分の減により，1,350,000円の減となりました。

　（注６）　　一般研究費繰越分の減，施設設備整備充当分の減等により，全体で42,895,936円の減となりました。

　（注７）　　研究旅費及び研究費46,605,463円の減等により，全体で78,575,413円の減となりました。

　（注８）　　教員住宅費など管理運営費16,588,961円の減，校舎維持管理費46,443,925円の減等により，

　　　　　　　全体で66,340,070円の減となりました。

　（注９）　　常勤教員人件費9,430,051円の減，常勤職員人件費7,139,495円の減等により，全体で16,687,210円の減となりました。

　（注１０）　　受託研究費で41,723,260円の増，共同研究費で5,028,187円の減，受託事業費で483,562円の減となりました。
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